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上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

※課題があるものは■

一般財源の比率（％） □
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

決算額　(千円)

所管
室課

事業名

46,460
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 87.6 87.3 ■
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

　障がい者やひとり親家庭等就職困難者を含む求職者に対し、就労相談や職業紹介を実施する
ほか、就職支援講座や面接会などを行う。

（１）JOBナビすいたの利用状況
・来所者数：2,561人
・就職決定者数：122人

（２）就労支援講座実施状況
・調剤事務講座修了人数：10人
・介護職員初任者研修講座修了人数：10人
・ビジネスパソコン講座修了人数：19人

決算額　(千円) 53,577

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

　労働問題について市民や事業主が相談できる場所
として引き続き継続していく必要がある。
　啓発事業については、働き方改革関連法が順次施
行される中、労働に関する知識の効果的な啓発に取
り組む必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

2
所管
室課

地域経済振興室 事業名 地域就労支援事業

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

　新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う雇用情勢
の悪化により、地域就労支援事業の必要性が増して
いる。
　長期化する就職困難者への支援内容の充実や、関
係機関との連携強化を行うなど、今後も引き続き丁
寧な就労支援が重要である。
　広報活動等により、利用者の増加を図っていく。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

一般財源の比率（％） 100.0 100.0 ■
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

　労働相談、特定退職金共済補助、啓発、労働事情調査

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

（１）労働相談件数
・89件
（２）特定退職金共済制度
・加入事業所数：183事業所
・被共済者数：1,677人
・加入口数：63,816
・補助金交付額：1,276,320円
（３）啓発セミナー
・みんなで学ぶワークルールセミナー参加人数：22人
（４）啓発冊子発行部数
・ほっとわーくにゅーす：6,000部
（５）労働事情調査（３年に１回実施）※新型コロナウィルス感染症影響調査と同時に実施。
・調査対象：2,000事業所
・調査期間：Ｒ３.９.15～10.15
・回答数：550件（有効回答数534件）
・有効回答率：28.5％

決算額　(千円) 2,147

事業概要

　地域就労支援

管理事業 労働事業 所管部局 都市魅力部

1
所管
室課

地域経済振興室 事業名 労働行政事務事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和３年度

施策コード 712 施策 就労と働きやすい環境づくりへの支援

2,468
※課題があるものは■
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